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リース取引の日本の会計処理に関する一部報道について 

 

 

9 月 3 日付で日本経済新聞の電子版にて「リース取引の資産計上、27 年度から上場 1400

社に影響」との見出しで、企業会計基準委員会（ASBJ）が新しいリース会計基準を決議し、

リース取引の資産計上の会計基準に関して、日本の会計基準においても、国際会計基準

（IFRS）や米国会計基準と同様に、オペレーティングリース取引の資産計上が、2027 年度

から義務付けられることとなった旨の記事が配信されました。 

 

当社のリースファンド事業において組成している日本型オペレーティング・リース事業

案件の賃借人の大半は IFRS に準拠した外国法人です。そのため、日本の会計基準において

オペレーティングリース取引が資産計上されることとなった場合においても、当社連結業

績に与える影響は極めて軽微です。 
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